
【訪問系サービス編】 

指定障害福祉サービス事業所等に対する集団指導 

 

④計画相談支援に関すること 他 

平成２７年３月２４日 

岡山県保健福祉部障害福祉課 



「障害者」の相談支援体系 市
町
村
に
よ
る
相
談
支
援
事
業 

市町村／指定相談支援事業者に委託可 
 

市町村／指定特定（計画作成担当）・一般相談支援
事業者（地域移行・定着担当）に委託可 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

地
域
移
行
支
援
・地
域
定
着
支
援 

○障害者・障害児等からの相談（交付税） ○障害者・障害児等からの相談（交付税） 

  指定相談支援事業者 
※事業者指定は都道府県知事が行う。 

○指定相談支援（個別給付） 
  ・サービス利用計画の作成 
  ・モニタリング 
○障害者・障害児等からの相談 

指定特定相談支援事業者（計画作成担当） 
※事業者指定は市町村長が行う。 

○計画相談支援（個別給付） 
  ・サービス利用支援 
  ・継続サービス利用支援 
○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談） 

･支給決定の参考 
・対象を拡大 

指定一般相談支援事業者（地域移行･定着担当） 

※事業者指定は都道府県知事等が行う。 

○地域相談支援（個別給付） 
  ・地域移行支援（地域生活の準備のための外出へ 
   の同行支援・入居支援等） 
  ・地域定着支援（２４時間の相談支援体制等） 
○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談） 

○精神障害者地域移行・地域定着支援 
   事業（補助金） 
 （都道府県／指定相談支援事業者、精神 
   科病院等に委託可） 

○居住サポート事業（補助金） 
 （市町村／指定相談支援事業者等に委 
   託可） 

見直し前 見直し後(H24.4～） 
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とあるものは法律に規定されている事項。以下同じ。 

    市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成 

    するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。 

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。 

＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。 

法 支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。 

法 障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所
サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。 

＊  障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス
等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成） 

支給決定プロセスの見直し等 

受
付
・申
請 

障
害
支
援
区
分
の
認
定 

  
 

計
画
案
の
作
成 

 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用 

 

支
給
決
定 

  

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
時
の 

支給決定時から
ケアマネジメン
トを実施 

サ
ー
ビ
ス
利
用 

一定期間ごとのモニ
タリング 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
後
の 

法 

法 

法 

法 

サ 

ー 
ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 

平成２７年４月以降すべての利用者に！ 
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計
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ス
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サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
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支
援
会
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継
続
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
等 

（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
） 

個
別
支
援
計
画
の
実
施 

（
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
） 

個
別
支
援
計
画
の
変
更 

サ 

ー 

ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 

 
個
別
支
援
計
画
の
原
案 

 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
等
の
変
更 

サ 

ー 

ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 

※点線枠部分は、必要に
より実施 

指定特定相談支援事業者（計画作成担当）及び障害児相談支援事業者と 
障害福祉サービス事業者の関係 

資
源
ア
セ
ス
メ
ン
ト 

二
次
ア
セ
ス
メ
ン
ト 利

用
契
約
（利
用
開
始
） 

必要に応じて、医療の必
要性や職業能力の程度な
どについて、外部の専門
機関等に状況照会。 
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サービス等利用計画及び障害児支援利用計画と個別支援計画の関係 

指定特定相談支援事業者等
（計画作成担当） 

サービス事業者等 

 ・障害者の心身の状況 
 ・その置かれている環境 
 ・日常生活の状況 
 ・現に受けているサービス 
 ・サービス利用の意向 
 ・支援する上で解決すべ 
  き課題 
 ・その他 

 ・生活に対する意向 
 ・総合的な援助の方針 
 ・解決すべき課題 
 ・サービスの目的（長期・短期） 
 ・その達成時期 
 ・サービスの種類・内容・量 
 ・サービス提供の留意事項 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
等 

 サービス等利用計画を受けて、
自らの障害福祉サービス事業所
の中での取組について具体的に
掘り下げて計画を作成するよう努
める。  

個
別
支
援
計
画 

 ・置かれている環境 
 ・日常生活の状況 
 ・利用者の希望する生活 
 ・課題 
 ・その他 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

 障害福祉サービス等に加え、保
健医療サービス、その他の福祉
サービスや地域住民の自発的活
動なども計画に位置づけるよう努
める。 

 複数サービスに共通
の支援目標、複数
サービスの役割分担、
利用者の環境調整等、
総合的な支援計画を
作る。 

サービス事業者 

○ サービス等利用計画等については、相談支援専門員が、総合的な援助方針や解決すべき課題を踏まえ、最も適切
なサービスの組み合わせ等について検討し、作成。 

○ 個別支援計画については、サービス管理責任者等が、サービス等利用計画等における総合的な援助方針等を踏ま
え、当該事業所が提供するサービスの適切な支援内容等について検討し、作成。 
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「相談支援専門員」・「管理者」・「サービス管理責任者等」の比較 

相談支援専門員 
サービス提供事業所 

管理者 サービス管理責任者等 

指定 

要件 

専従（支障がない場合は兼務可） 

・専従→サービス提供時間帯を通じて、職員が
張り付いていること。非常勤も可。 

専従（支障がない場合は兼務可）  
•専従 → サービス提供時間帯を通じて、職員が張り
付いていること。非常勤も可。 

１名以上は専任で常勤（新体系） 

•専任 → 特定の業務の主たる担当者として特定され
ていること。 

•常勤 → 雇用形態が常勤職員として雇用されているこ
と。（週４０時間労働） 

対象 

者像 

相談支援事業所の従業者 施設長（管理職）を想定 サービス提供部門の管理職又は指導的立場の職員
を想定（管理職でなくても可） 

要件 実務経験（３～１０年）と相談支援従事者研修
（初任者又は現任）を修了した者 

社会福祉主事の資格を有するか又は社会福祉事業
に２年以上従事した経験のある者、又は社会福祉施
設長資格認定講習会を修了した者 （最低基準） 

実務経験（３～１０年）  
・サービス管理責任者研修、児童発達支援管理責任 
 者研修修了 
・相談支援従事者研修（講義部分）受講 

責務 利用者の意向を踏まえ、自立した日常生活や社
会生活の実現のための支援、中立・公平な立場
からの効率的で適切な障害福祉サービス利用
のための支援 等 

「従業者及び業務の一元的な管理や規定を遵守さ
せるために必要な指揮命令」 

「個別支援計画の作成やサービス提供プロセスの管
理、他のサービス提供職員への技術指導と助言等」 

業務 

内容 

①生活全般に係る相談、情報提供 

②利用者に係るアセスメントの実施 

③サービス利用計画の作成と変更 

④サービス利用計画の説明と交付 

⑤サービス利用計画の実施状況等の把握  

  及び評価等（モニタリングの実施） 

⑥サービス担当者会議等による専門的意見 

 の聴取 

⑦障害福祉施設等との連携等 

※サービス利用計画の作成にあたっては、イン
フォーマルなサービスの利用も含め総合的な計
画となるよう努めなければならない。 

①利用者・市町村への契約支給量報告等 
②利用者負担額の受領及び管理 
③介護給付費の額に係る通知等 
④提供するサービスの質の評価と改善 
⑤利用者・家族に対する相談及び援助 
⑥利用者の日常生活上の適切な支援 
⑦利用者家族との連携 
⑧緊急時の対応、非常災害対策等 
⑨従業者及び業務の一元的管理 
⑩従業者に対する指揮命令 
⑪運営規程の制定 
⑫従業者の勤務体制の確保等 
⑬利用定員の遵守 
⑭衛生管理等 
⑮利用者の身体拘束等の禁止 
⑯地域との連携等 
⑰記録の整備 

①個別支援計画の作成に関する業務 

②利用者に対するアセスメント 

③利用者との面接 

④個別支援計画作成に係る会議の運営 

⑤利用者・家族に対する個別支援計画の説明と 

 交付 

⑥個別支援計画の実施状況把握（モニタリング） 

⑦定期的なモニタリング結果の記録 

⑧個別支援計画の変更（修正） 

⑨支援内容に関連する関係機関との連絡調整 

⑩サービス提供職員への技術的な指導と助言 

⑪自立した日常生活が可能と認められる 

  利用者への必要な援助 5 



 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 
(支給要否決定等) 

第二十二条  
４ 市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場
合には、厚生労働省令で定めるところにより、第二十条第一項の申請に係る障害者又は障害児の保護
者に対し、第五十一条の十七第一項第一号に規定する指定特定相談支援事業者が作成するサービス等
利用計画案の提出を求めるものとする。 

５ 前項の規定によりサービス等利用計画案の提出を求められた障害者又は障害児の保護者は、厚生
労働省令で定める場合には、同項のサービス等利用計画案に代えて厚生労働省令で定めるサービス等
利用計画案を提出することができる。 ←セルフプランの規定 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 
(法第二十二条第四項に規定する厚生労働省令で定める場合) 

第十二条の二 法第二十二条第四項に規定する厚生労働省令で定める場合は、障害者又は障害児の保
護者が法第二十条第一項の申請をした場合とする。ただし、当該障害者が介護保険法第八条第二十三
項に規定する居宅介護支援又は同法第八条の二第十八項に規定する介護予防支援の対象となる場合に
は、市町村が必要と認める場合とする。 

 
(法第二十二条第五項に規定する厚生労働省令で定める場合) 

第十二条の四 法第二十二条第五項に規定する厚生労働省令で定める場合は、身近な地域に指定特定
相談支援事業者がない場合又は法第二十条第一項の申請に係る障害者又は障害児の保護者が次条に規
定するサービス等利用計画案の提出を希望する場合とする。 
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(法第二十二条第五項に規定する厚生労働省令で定めるサービス等利用計画案) 
第十二条の五 法第二十二条第五項に規定する厚生労働省令で定めるサービス等利用計画案は、指定特
定相談支援事業者以外の者が作成するサービス等利用計画案とする。 

 
附則 

(サービス等利用計画案の提出に関する経過措置) 

第五条 平成二十七年三月三十一日までの間は、第十二条の二及び第三十四条の三十六の規定の適用に
ついては、これらの規定中「申請をした場合」とあるのは、「申請をした場合であって市町村が必要
と認めるとき」とする。 

 
※児童福祉法に基づく障害児通所給付を受ける場合も同様の規定がある。 
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岡山県内の計画相談支援等の進捗率（平成２７年１月末現在） 

8 

行政順 （12月末）

44.21%
障害福祉サー
ビス等受給者
数

計画作成済み
人数

進捗率
障害児通所支
援受給者数

計画作成済み
人数

進捗率

ａ（※１） ｂ（※2） ｂ／ａ（％） ｃ（※３） ｄ（※４） ｄ／ｃ（％）

合 計 14,835 7,768 1,445 52.36% 46.78% 5.58% 107 5,697 2,405 627 42.22% 37.53% 4.68% 77 49.55%

岡 山 市 5,188 2,676 1,123 51.58% 45.23% 6.35% 32 1,827 689 550 37.71% 30.08% 7.64% 23 47.97%

倉 敷 市 3,725 1,401 149 37.61% 32.79% 4.82% 27 1,869 539 0 28.84% 24.93% 3.91% 22 34.68%

津 山 市 1,012 743 0 73.42% 70.75% 2.67% 10 277 53 0 19.13% 16.25% 2.89% 8 61.75%

玉 野 市 444 156 0 35.14% 32.48% 2.66% 4 249 203 0 81.53% 78.54% 2.98% 3 51.80%

笠 岡 市 400 200 0 50.00% 42.86% 7.14% 4 103 75 0 72.82% 69.31% 3.51% 1 54.67%

井 原 市 326 256 0 78.53% 76.99% 1.53% 2 157 157 0 100.00% 98.71% 1.29% 1 85.51%

総 社 市 422 343 0 81.28% 75.47% 5.81% 3 333 134 0 40.24% 40.67% -0.43% 3 63.18%

高 梁 市 248 143 0 57.66% 40.08% 17.58% 3 114 105 0 92.11% 92.11% 0.00% 1 68.51%

新 見 市 232 121 0 52.16% 49.78% 2.37% 5 86 61 0 70.93% 70.59% 0.34% 2 57.23%

備 前 市 343 148 16 43.15% 39.94% 3.21% 2 33 7 0 21.21% 18.18% 3.03% 1 41.22%

瀬 戸 内 市 296 218 39 73.65% 62.24% 11.40% 3 86 77 38 89.53% 81.40% 8.14% 2 77.23%

赤 磐 市 340 170 74 50.00% 46.18% 3.82% 0 116 33 31 28.45% 24.14% 4.31% 0 44.52%

真 庭 市 390 206 9 52.82% 45.73% 7.09% 1 22 13 3 59.09% 59.09% 0.00% 1 53.16%

美 作 市 273 186 0 68.13% 58.78% 9.35% 0 53 29 0 54.72% 46.15% 8.56% 0 65.95%

浅 口 市 202 143 0 70.79% 63.96% 6.83% 1 85 72 0 84.71% 82.02% 2.68% 0 74.91%

和 気 町 157 101 19 64.33% 54.19% 10.14% 2 16 5 4 31.25% 28.57% 2.68% 2 61.27%

早 島 町 80 73 0 91.25% 81.25% 10.00% 1 69 60 0 86.96% 75.36% 11.59% 1 89.26%

里 庄 町 75 37 12 49.33% 49.33% 0.00% 0 24 21 1 87.50% 87.50% 0.00% 0 58.59%

矢 掛 町 114 60 0 52.63% 44.25% 8.38% 1 50 37 0 74.00% 72.00% 2.00% 1 59.15%

新 庄 村 8 8 2 100.00% 100.00% 0.00% 0 1 1 0 100.00% 100.00% － 0 100.00%

鏡 野 町 108 45 2 41.67% 35.19% 6.48% 0 28 0 0 0.00% 0.00% 0.00% 0 33.09%

勝 央 町 76 58 0 76.32% 64.47% 11.84% 2 23 3 0 13.04% 8.70% 4.35% 1 61.62%

奈 義 町 46 28 0 60.87% 64.29% -3.42% 0 13 0 0 0.00% 0.00% 0.00% 0 47.46%

西 粟 倉 村 33 5 0 15.15% 15.15% 0.00% 0 0 0 0 － － － 0 15.15%

久 米 南 町 36 22 0 61.11% 52.78% 8.33% 0 5 0 0 0.00% 0.00% 0.00% 0 53.66%

美 咲 町 122 90 0 73.77% 65.04% 8.73% 2 40 13 0 32.50% 28.95% 3.55% 2 63.58%

吉 備 中 央 町 139 131 0 94.24% 90.51% 3.73% 2 18 18 0 100.00% 100.00% 0.00% 2 94.90%

※１　障害福祉サービス又は地域相談の受給者数 ※４　月末時点での障害児支援利用計画案作成者数
※２　月末時点でのサービス等利用計画案作成者数 なお、障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用している場合は、それぞれに計上している。
※３　障害児通所支援の受給者数 ※５　相談支援事業所数には、休止中の事業所を含む。

市町村

障害者総合支援法分 児童福祉法分

左（ｂ）のうち
セルフプラン等

前月（H26.12
月）進捗率

増減
相談支援
事業所数

(H27.1.1現在)

左（ｄ）のうち
セルフプラン等

前月（H26.12
月）進捗率

増減
相談支援
事業所数

(H27.1.1現在)

児・者
合計

進捗率
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１．対象者 
     →  障害者（児）の自立した生活を支え、障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく 

支援するため、対象者を大幅に拡大。 
       
     具体的な対象者については、以下のとおり。     

 

 

 

 
 
    
  →  対象拡大に当たっては相談支援の提供体制の整備が必要であるため、平成２４年度から段階的に拡大し、平成２7年３月31日以降は、原

則としてすべての対象者について実施。 
       

計画相談支援・障害児相談支援 

２．サービス内容 

   ○ 支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助） 

   ・ 支給決定又は支給決定の変更前に、サービス等利用計画・障害児支援利用計画（以下、「計画」という。）案を作成。 

   ・ 支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、計画の作成。 

   ○ 支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助） 

    ・ 厚生労働省令で定める期間ごとに、サービス等の利用状況の検証を行い計画の見直しを行う（モニタリング）。 

    ・ サービス事業者等との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨。 

 

 

 （障害者自立支援法の計画相談支援の対象者） 

・  障害福祉サービスを申請した障害者又は障害児 

・  地域相談支援を申請した障害者 

 ※ 介護保険制度のサービスを利用する場合については、障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、 
就労移行支援、就労継続支援等の場合で、市町村が必要と認めるとき求めるものとする。 

 （児童福祉法の障害児相談支援の対象者） 

   障害児通所支援を申請した障害児 

法 

法 
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３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）） 

 （指定手続） 

  → 「総合的に相談支援を行う者として厚生労働省令で定める基準に該当する者」が、事業所の所在地を管轄する市町村長に申請 

     し、当該市町村長が指定。（事業所の所在地以外の市町村の障害者（児）への計画相談支援、障害児相談支援も実施可。）   

  → 「総合的に相談支援を行う者」の基準については、以下を満たす事業者とする。 

      ① 三障害対応可（事業の主たる対象とする障害の種類を定めている場合でも、他の事業所との連携により対応可能な場合や、身近
な地域に指定特定・障害児相談支援事業所がないときを含む。）  

        ② 医療機関や行政機関等の関係機関との連携体制を確保していること 

        ③  計画的に研修や事例検討を行う体制を整えていること  

   （人員基準） 

  →  管理者及び相談支援専門員（従前の指定相談支援事業者と同じ）とする。 

   ※ 事業所ごとに、専従の者を配置しなければならない。（地域相談支援は業務に支障がないものとして兼務可） 
            ただし、業務に支障のない場合は、当該事業所の他の職務等に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

 
（運営基準）                                       
  ○ 計画作成に当たっては、利用者の希望等を踏まえて作成。 

    ○ 計画作成手続 

① 支給決定前に、利用者の居宅等への訪問面接によるアセスメントを行い、計画案（モニタリング期間の提案を含む）を作成。 

② 利用者等の同意を得て、計画案を利用者に交付。 

③ 支給決定後、事業者と連絡調整を行うとともに、サービス担当者会議の開催等により、計画案の内容の説明及び意見を求める。 

④ ③により意見を求めた計画案について、利用者等に説明し、文書により同意を得て、計画を利用者に交付。 

    ○ 掲示等 

         重要事項（運営規定の概要、業務の実施状況、従事する者の資格、経験年数、勤務体制等）の掲示義務の他、公表の努力規定。 

    

   ※ その他、従前の指定相談支援に係る指定基準と同様に、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。 

 
（その他） 
  → 障害児については、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の両方の指定を受けることが基本。 

  → 市町村直営の場合には、支給決定を行う組織とは独立した体制が確保されている場合に限り、指定。 
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４．報酬 

  ○ 計画相談支援・障害児相談支援は、従前のサービス利用計画作成費の基本報酬を踏まえて基本報酬を設定しつつ、従前の特定事業所 
加算分を組み入れて報酬単位を引上げ。 

   ・ サービス利用支援・障害児支援利用援助（計画作成）           １，６１１単位／月（Ｈ２７年度予定） 

   ・ 継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助（モニタリング）   １，３１０単位／月（Ｈ２７年度予定） 

   ・ 特別地域加算           +１５／１００ 

   ・ 利用者負担上限額管理加算   １５０単位 

 

   ・ 特定事業所加算          ３００単位／月（Ｈ２７年度新設） 

     （支援体制の評価） 

          事業所の質の担保や相談支援専門員のスキル向上の観点から、サービス等利用計画案等の作成も含めた計画相談支援・障害児相談支援の提供に 

        当たり、手厚い人員体制や関係機関との連携等により、質の高い計画相談支援・障害児相談支援が提供されている事業所を評価する加算を創設す     
        る。なお、事業所の質の担保や相談支援専門員のスキルの向上の観点から、以下の要件をすべて満たしている場合に算定する。 
 
     ① 常勤・専従の相談支援専門員を３名以上配置。そのうち、相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員を１名以上配置 
     ② 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的な開催 
     ③ ２４時間体制連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保 
     ④ 新たに採用する全ての相談支援専門員に対し、現任研修を受けた相談支援専門員の同行による研修を実施 
     ⑤ 基幹相談支援センター、委託相談支援事業所又は協議会から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該事例に係る者に相談支援 
      を提供 
     ⑥ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加 

 

   ・ 初回加算【障害児相談のみ】   ５００単位／月（Ｈ２７年度新設）  

     （初期段階における支援の評価） 
       障害児相談支援において、保護者の障害受容ができないこと等により、特にアセスメントに係る事業所の業務負担を評価する加算を創設する。              
 

   ※ 介護保険のケアプランが作成されている利用者にサービス等利用計画の作成を求める場合であって、同一の者が作成を担当する場合には、報酬上 

      の調整を行う。 

  ※ 障害児が障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用する場合には、計画相談支援及び障害児相談支援の対象となる。 
    この場合の報酬については、障害児相談支援給付費のみ支給。 
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 ・  サービス等利用計画等の定期的な検証（モニタリング）の実施頻度について、よりきめ細かな支援を図る観点から、利用している障害福祉サー 
      ビスや障害児通所支援をもって一律に設定することとせず、利用者の状態等に応じて柔軟に設定の上、実施する。  →詳細は別紙参照 

 ・ 対象者の状況に応じて柔軟に設定すべきものであることから、市町村が対象者の状況等を勘案して個別に定める仕組みとする。 

  市町村が、特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）の提案を踏まえて、心身の状況、その置かれている環境
等及び以下の標準期間を勘案して市町村が必要と認める期間とする。 

標準期間 

① 新規又は変更によりサービスの種類、内容、量に著しく変更があった者    →     利用開始から３ヶ月間、毎月                                            

 ② 在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む）又は地域定着支援利用者 ※①を除く 

    ア 以下の者（従前の制度の対象者）                                        →   毎月     

 ・ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者 

 ・ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困
難である者        

・ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの並びに知的障
害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者（重度障害者等包括支援の支給決定を受けていない者に限る。） 

  イ ア以外の者                                                                  → ６ヶ月ごとに１回 

③ 障害者支援施設、のぞみの園、療養介護入所者、重度障害者等包括支援※①及び④を除く →  １年ごとに１回 

④ 地域移行支援、地域定着支援                                                        →   ６ヶ月ごとに１回 

１ 基本的な考え方 

２ モニタリング期間の設定（省令事項） 
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継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助のモニタリング期間 

・ 一定の目安として、国において対象者ごとの標準期間を示す。 



勘案事項 

○ 障害者等の心身の状況 

○ 障害者等の置かれている環境 
・  家族状況 

・  障害者等の介護を行う者の状況 

・  生活状況（日中活動の状況（就労・通所施設等）、地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等による家庭環
境の変化、ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期から就労への移行等）の変化 

○ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

○ 生活全般の解決すべき課題 

○ 提供される各サービスの目標及び達成時期 

○ 提供されるサービスの種類、内容、量 等 

３ モニタリング期間設定等の手続（省令事項） 

 ① 特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）が、国が定める標準期間、勘案事項を踏まえて、サービ 
  ス等利用計画案等（障害児支援利用計画案を含む。以下同じ。）に「モニタリング期間（毎月、６月ごと等）案」を記載。 

 ② 利用者が、当該サービス等利用計画案を等市町村に提出（併せて支給申請書、計画担当事業者の届出書を提出）。 

 ③ 市町村は、サービスの支給決定に併せ、計画相談支援給付費（障害児相談支援給付費を含む。以下同じ。）の支給を通知。 
     その際、市町村は、「モニタリング期間（毎月、６月ごと等） 」等を定め、対象者に通知。（受給者証にも記載。） 

 ④ モニタリング期間を変更（毎月→６ヶ月等）する場合には、市町村は、その都度、変更したモニタリング期間を利用者に通知。 
（対象者に受給者証の提出を求めモニタリング期間の記載を変更）。 

 ※ 計画相談支援給付費の支給期間は、サービス等利用計画の作成月からサービスの最長の有効期間の終期月を基本。  

  ※ モニタリング期間の設定に当たっては、モニタリング実施月の特定等のため、当該モニタリング期間に係るモニタリングの開始月と終期月を設定。 
  ・開始月 → サービスの有効期間の終期月にモニタリングを実施することとした上で、モニタリング期間を踏まえて設定。 
  ・終期月 → 原則、計画相談支援給付費の支給期間の終期月とする。 
          ただし、毎月実施する者は原則最長１年以内（新規又は変更により著しくサービス内容に変動があった者は３ヶ月以内を基本とする） 

 ※ 利用者が相談支援事業者の変更を希望する場合には、相談支援事業者の変更届出書及び受給者証を市町村に提出。 
      市町村が受給者証の記載を変更し利用者に返還。 

 ※ 対象者が不在である等によりやむを得ずモニタリング期間が予定月の「翌月」となった場合であって、市町村が認めるときには報酬を算定可。 14 



４ その他の論点 

       

         セルフプラン作成者は、自ら計画を作成できる者であることから、指定特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画
作成担当）によるモニタリングは実施しないこととする。     

    
 
 
   相談支援専門員は、原則専従としているが、相談支援の提供体制を確保する観点から、従前と同様に、業務に支障が ない

場合にはサービス提供事業所の職員等の兼務を認めることとしている。 

   サービス提供事業所の職員（入所・通所・在宅すべて）と兼務する相談支援専門員がサービス等利用計画案を作成した結
果、兼務するサービス提供事業所を利用することとなった場合、 サービス提供事業所との中立性の確保や、サービス提供事
業所の職員と異なる視点での検討が欠如しかねない。 

   このため、以下のやむを得ない場合を除き、モニタリングや支給決定の更新又は変更に係るサービス利用支援については
当該事業所と兼務しない別の相談支援専門員が行うことを基本とする。 

① 地域に他の相談支援事業者がない場合 

② 新規支給決定又は変更後、概ね３ヶ月以内の場合（計画作成とその直後のモニタリングは一体的な業務であること、ま
た、特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）の変更に当たっては利用者が別の事業者と契約を
締結し直すことが必要となるため、一定期間を猶予。） 

③ その他市町村がやむを得ないと認める場合 

         

相談支援専門員がサービス提供事業所の職員（入所・通所・在宅）と兼務する場合のモニタリング等の取扱い 

セルフプラン作成者に係るモニタリングの取扱い 
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例えば次のような利用者については、標準期間よりきめ細かに２、３月ごとに実施する取扱いとする。 
 
（計画相談支援） 
   ａ  就労や社会参加のために能力の向上等必要な訓練を行っている者 
   ｂ  生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である者 

   ｃ  障害福祉サービスのみ利用している65歳以上の者 

   ｄ  利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

 

（障害児相談支援） 

   ａ  学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者 

   ｂ  就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある保護者 

16 

○  モニタリングの実施については、標準期間として、対象者の状況等に応じて、１月、６月、１２月ごとに行うことを目安として 

  示しており、それらを市町村が対象者の状況等を勘案して個別に定める仕組みとしているところであるが、利用している障害 

  福祉サービスや障害児通所支援をもって、一律に設定されているとの指摘がある。 

○  利用者への適切なマネジメントを継続的・効果的に行うため、きめ細かいモニタリングを実施できるよう対応 

きめ細かいモニタリングの実施について 

○   きめ細かいモニタリングの実施が必要な対象者 



モニタリングの標準期間のイメージ 

障害福祉サー
ビスの利用者 

 
地域相談支援の

利用者 
 

障害児通所 支
援の利用者 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 

支 

給 

決 

定
（
新
規
等
） 

1月目 

入所サービスの利用者  
（障害児を除く） 

12月目 

 支給決定の有効期間の終期月
に、モニタリングを実施。 
 その結果、支給決定の更新等
が必要な場合は、サービス等利
用計画案の作成等を併せて実施。 

支給決定の有効期間が
1年の場合 

在宅サービスの利用者 

5月1日に新規に利用開始する場合の例 

2月目 3月目 

4月目 5月目 7月目 6月目 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目 

１年に１回実施 

6月目 12月目 

  11月1日 

※ 当該期間は、「標準」であり、対象者の状況に応じ「２、３ヶ月」とすること※や、在宅サービスの利 
 用者を「１月に１回」とすること、入所サービスの利用者を「１年に１回以上」とすることなどが想定 
 されることに留意。 ※きめ細かいモニタリングの実施が必要な対象者 

６月に１回 
実施 

６月目 

毎月実施 

支給決定の有効期間が
６か月の場合 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法＜平成２５年法律第６５号＞）の概要 

障害者基本法 
第４条 

 
基本原則 

差別の禁止 

第１項：障害を理由とする 
    差別等の権利侵害 
            行為の禁止 

第2項：社会的障壁の除去を怠る 
     ことによる権利侵害の防止 

第3項：国による啓発・知識の 
     普及を図るための取組 

何人も、障害者に対して、障害を理
由として、差別することその他の権
利利益を侵害する行為をしてはなら
ない。  

社会的障壁の除去は、それを必要としている
障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負
担が過重でないときは、それを怠ることによ
つて前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮
がされなければならない。  

国は、第一項の規定に違反する行為の防
止に関する啓発及び知識の普及を図るた
め、当該行為の防止を図るために必要と
なる情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。  

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討） 

      

具体化 
Ⅰ．差別を解消するための措置 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

差別的取扱いの禁止 

 

 

 
 

合理的配慮の不提供の禁止 

 

 

国・地方公共団体等 
民間事業者  

 

 
 

民間事業者 

国・地方公共団体等 
法的義務 

努力義務 

法的義務 

政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 
● 国・地方公共団体等  ⇒  当該機関における取組に関する要領を策定※ 

● 事業者          ⇒   事業分野別の指針（ガイドライン）を策定 

具体的な対応 

      ● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告 実効性の確保 

      ● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 情報収集等 

      ● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実 紛争解決・相談 

      ● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 地域における連携 

      ● 普及・啓発活動の実施 啓発活動 

※ 地方の策定は努力義務 
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障害者差別解消法について（１） 

＜平成２７年３月６日 障害保健福祉関係主管課長会議資料（内閣府説明分）より抜粋＞ 
 
第４ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項 
 
１ 基本的な考え方 
  事業者については、不当な差別的取扱いの禁止が法的義務とされる一方で、事業における障害者との関係が分野・業種・ 
場面・状況によって様々であり、求められる配慮の内容・程度も多種多様であることから、合理的配慮の提供については、努 
力義務とされている。このため、各主務大臣は、所掌する分野における対応指針を作成し、事業者は、対応指針を参考とし 
て、取組を主体的に進めることが期待される。主務大臣においては、所掌する分野の特性を踏まえたきめ細かな対応を行う 
ものとする。各事業者における取組については、障害者差別の禁止に係る具体的取組はもとより、相談窓口の整備、事業者 
の研修・啓発の機会の確保等も重要であり、対応指針の作成に当たっては、この旨を明記するものとする。 
   同種の事業が行政機関等と事業者の双方で行われる場合は、事業の類似性を踏まえつつ、事業主体の違いも考慮した上 
での対応に努めることが望ましい。また、公設民営の施設など、行政機関等がその事務・事業の一環として設置・実施し、事 
業者に運営を委託等している場合は、提供される合理的配慮の内容に大きな差異が生ずることにより障害者が不利益を受 
けることのないよう、委託等の条件に、対応要領を踏まえた合理的配慮の提供について盛り込むよう努めることが望ましい。 
 
２ 対応指針 
（１）対応指針の位置付け及び作成手続 
   主務大臣は、個別の場面における事業者の適切な対応・判断に資するための対応指針を作成するものとされている。作成 
に当たっては、障害者や事業者等を構成員に含む会議の開催、障害者団体や事業者団体等からのヒアリングなど、障害者 
その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、作成後は、対応指針を公表しなければならない。 
 なお、対応指針は、事業者の適切な判断に資するために作成されるものであり、盛り込まれる合理的配慮の具体例は、事 
業者に強制する性格のものではなく、また、それだけに限られるものではない。事業者においては、対応指針を踏まえ、具体 
的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待される。 
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障害者差別解消法について（２） 

（２）対応指針の記載事項 
対応指針の記載事項としては、以下のものが考えられる。 
○ 趣旨 
○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方 
○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例 
○ 事業者における相談体制の整備 
○ 事業者における研修・啓発 
○ 国の行政機関（主務大臣）における相談窓口 
 
３  主務大臣による行政措置 
 事業者における障害者差別解消に向けた取組は、主務大臣の定める対応指針を参考にして、各事業者により自主的に取 
組が行われることが期待される。しかしながら、事業者による自主的な取組のみによっては、その適切な履行が確保されず、 
例えば、事業者が法に反した取扱いを繰り返し、自主的な改善を期待することが困難である場合など、主務大臣は、特に必 
要があると認められるときは、事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができることとされている。 
 こうした行政措置に至る事案を未然に防止するため、主務大臣は、事業者に対して、対応指針に係る十分な情報提供を行 
うとともに、事業者からの照会・相談に丁寧に対応するなどの取組を積極的に行うものとする。また、主務大臣による行政措 
置に当たっては、事業者における自主的な取組を尊重する法の趣旨に沿って、まず、報告徴収、助言、指導により改善を促 
すことを基本とする必要がある。主務大臣が事業者に対して行った助言、指導及び勧告については、取りまとめて、毎年国 
会に報告するものとする。 
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障害者差別解消法について（３） 

 
第５  その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 
１  環境の整備 
  法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置（いわゆるバリアフリー法に基づく公共施設や交通 
機関におけるバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを支援するためのサービス・介助者等の人的支援、障害者によ 
る円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上等）については、個別の場面において、個々の障害 
者に対して行われる合理的配慮を的確に行うための環境の整備として実施に努めることとしている。新しい技術開発が環境 
の整備に係る投資負担の軽減をもたらすこともあることから、技術進歩の動向を踏まえた取組が期待される。また、環境の 
整備には、ハード面のみならず、職員に対する研修等のソフト面の対応も含まれることが重要である。 
  障害者差別の解消のための取組は、このような環境の整備を行うための施策と連携しながら進められることが重要であり、 
ハード面でのバリアフリー化施策、情報の取得・利用・発信におけるアクセシビリティ向上のための施策、職員に対する研修 
等、環境の整備の施策を着実に進めることが必要である。 
 
２  相談及び紛争の防止等のための体制の整備 
  障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に応じることが 
必要であり、相談等に対応する際には、障害者の性別、年齢、状態等に配慮することが重要である。法は、新たな機関は設 
置せず、既存の機関等の活用・充実を図ることとしており、国及び地方公共団体においては、相談窓口を明確にするとともに、 
相談や紛争解決などに対応する職員の業務の明確化・専門性の向上などを図ることにより、障害者差別の解消の推進に資 
する体制を整備するものとする。内閣府においては、相談及び紛争の防止等に関する機関の情報について収集・整理し、 
ホームページへの掲載等により情報提供を行うものとする。 
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障害者差別解消法について（４） 

３  啓発活動 
  障害者差別については、国民一人ひとりの障害に関する知識・理解の不足、意識の偏りに起因する面が大きいと考えられ 
ることから、内閣府を中心に、関係行政機関と連携して、各種啓発活動に積極的に取り組み、国民各層の障害に関する理解 
を促進するものとする。 
 
（１）行政機関等における職員に対する研修 
  行政機関等においては、所属する職員一人ひとりが障害者に対して適切に対応し、また、障害者及びその家族その他の 
 関係者からの相談等に的確に対応するため、法の趣旨の周知徹底、障害者から話を聞く機会を設けるなどの各種研修等を 
 実施することにより、職員の障害に関する理解の促進を図るものとする。 
 
（２）事業者における研修 
  事業者においては、障害者に対して適切に対応し、また、障害者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に 
 対応するため、研修等を通じて、法の趣旨の普及を図るとともに、障害に関する理解の促進に努めるものとする。 
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特定・障害児相談支援事業者の指定を受ける際の留意点 

● 事業者の指定申請に係る相談は、事業所の所在地を管轄する市町村へ。 
 （特定・障害児相談支援事業者の指定は、県ではなく、市町村が行います。） 
 
● 事業者の指定申請に当たっては、相談支援専門員の資格を有しているかどうかの確認を。 
  ※ 相談支援専門員の資格については、次ページ参照。 
   □ 実務経験を満たしているか。 
   □ 研修要件を満たしているか。 
    （初任者研修を修了した翌年度を初年度として５年度ごとに現任研修の受講が必要） 
 
● 相談支援専門員が他の事業所、施設等の職務と兼務する場合は、兼務が可能かどうかの確認が必要。 
 
● 相談支援専門員は中立性（独立性）が求められる。 

 （相談支援専門員がサービス提供事業所の職員（入所・通所・在宅）と兼務している場合で、プランを作成した結果、利
用者が兼務するサービス提供事業所を利用することとなった場合は、以下のやむを得ない場合を除きモニタリング等
は当該事業所と兼務しない別の相談支援専門員が行う。 

 ① 地域に他の相談支援事業者がない場合 
 ② 新規支給決定又は変更後、概ね３か月以内の場合  等 
 

● 「障害児相談支援事業者」の指定を受ける場合は、障害者総合支援法に基づくサービス（居宅介護、同行援護、行
動援護、短期入所等）と一体的な計画を作成する必要があるため、「特定相談支援事業者」の指定も併せて受ける必
要がある。 

 



相談支援関係の情報は、 

岡山県障害福祉課   で検索 

           ↓ 

岡山県障害福祉課ホームページ 

           ↓ 

障害者総合支援法・児童福祉法（障害児関係） 

           ↓ 

相談支援事業に関する情報        
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